
 

 第１章 総  説 

 

第１節 君津市の概要 

 

１ 概 要 

 君津市は、千葉県のほぼ中央部、東京湾に面し、

首都 50㎞圏内に位置する。面積は 318.78 ㎢で、

県内第 2位の広さを有している。 

 市の内陸部は房総の屋根といわれる鹿野山、元

清澄の山々が連なる丘陵地帯で、自然豊かな緑を

有し、南東部の房総丘陵に端を発して小櫃川（流

路延長 88.0 ㎞）と小糸川（流路延長 80.0 ㎞）が

東京湾に向かって北西に流れている。 

 両河川の上流域は、清和県民の森、三島湖、豊

英湖、亀山湖など、自然に恵まれた観光資源とな

っている。中流域は、河川や自噴井戸など水資源

に恵まれた肥よくな耕地が広がり、水稲や野菜、

花き栽培などが盛んである。下流域は、昭和 30

年代後半の八幡製鐵（現 日本製鉄㈱）の進出に伴

い、臨海部に鉄鋼を中心とした工業地帯が形成さ

れるとともに、昭和 40年代以降に土地区画整理事

業等による宅地開発が行われ、市街化が進展した。 

 本市は昭和45年9月に君津町、小糸町、清和村、

小櫃村及び上総町の 5か町村の合併により君津町

となり、翌年 9月 1日、千葉県内で 25番目に市制

を施行した。 

 人口は、昭和 50年 76,309 人、昭和 55 年 77,784

人、昭和 60 年 83,796 人、平成 2年 89,332 人と増

加傾向を示していたが、平成 6 年 12 月の 94,008

人をピークとして徐々に減少し、令和 5 年は

80,764人となっている（人口は各年3月末日現在）。 

就業人口による産業構造（令和 2 年国勢調査）

は、第 1 次産業 3.6％、第 2 次産業 29.0％、第 3

次産業 63.3％となっている。 

 本市やその周辺では、平成 9年 12 月に東京湾ア

クアラインが開通し、平成 15年 4月には館山自動

車道が君津インターチェンジまで開通した。さら

に、平成 19年 3月に首都圏中央連絡自動車道が接

続され、同年 7月には館山自動車道全線が開通し

た。 

 また、かずさアカデミアパークには、研究所・

企業等の立地、集積が進められている。 

 

２ 環境の動向 

 本市では、昭和 40年代初め、京葉臨海工業地帯

の南部拠点として臨海部に大規模な鉄鋼コンビナ

ートが形成され、大気汚染などの問題が生じた。 

このため、千葉県及び本市と進出企業との間で

法令等による規制を上回る措置を規定した公害防

止協定の締結や監視の強化等により、いおう酸化

物濃度については大幅に改善された。 

 一方、本市には、良質な山砂を産出する上総層

群や下総層群が分布しており、昭和 30年代から山

砂採取が盛んに行われたことから、採取場からの

濁水流出、運搬車両による騒音、振動などのほか、

粉じんによる健康への影響等が深刻な問題となっ

た。 

このため、昭和 54年に君津市公害防止条例を改

正し、地域住民の健康調査を実施するとともに、

山砂採取業を特定作業として追加指定し、事業者

に対して徹底した調査、指導を行った結果、採取

場内の管理や緑化、排水などの面でかなりの改善

が図られた。また、山砂運搬車両による騒音、振

動問題については、バイパス道路の建設などによ

り、一定の効果を生んだ。 

ディーゼル自動車の排気ガスについては、平成

13年 6月に自動車 NOx・PM 法が制定され、さらに

平成 15年 10 月からは千葉県ディーゼル自動車か

ら排出される粒子状物質の排出の抑制に関する条

例が施行された。 

このほか、トリクロロエチレン等の有機塩素系

溶剤による地質汚染問題、廃棄物処理施設や残土
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処分場の自然環境に与える影響、生活雑排水によ

る河川の汚濁、近隣騒音、自動車公害等について

も関心が高まっている。 

 加えて、地球温暖化やオゾン層の破壊、酸性雨

などの地球環境問題が新たな課題として注目され、

大量生産、大量消費、大量廃棄型社会から循環型

社会への転換が求められるようになった。 

国では平成5年11月に環境政策の新しい理念や

政策の枠組みを規定した環境基本法を制定し、循

環型社会形成推進基本法（平成 12年 6月制定）を

はじめとする循環型社会関連の法整備を図った。

本市においては、資源ごみの分別収集や特色ある

指定ごみ袋制度を導入するなど、市民の協力を得

て、ごみの減量化・再資源化に努めてきた。 

 また、従来の「君津市公害防止条例」に、地球

温暖化対策、生活排水対策や化学物質等の適正管

理等の施策を付加した「君津市環境保全条例」を

平成 15年 3月 28 日に制定した。 

同条例で定める、環境保全に関する施策の総合

的かつ計画的な推進のため、環境基本計画（平成

16年 3月策定）や環境マネジメントシステム（平

成 16年 2月 ISO14001 認証取得）などにより、市

の事務事業に係る環境負荷の低減と市民の生活環

境の保全に取り組んできた。 

なお、環境マネジメントシステムについては、

平成 25年 12 月で認証を返上し、平成 26年度から

市独自の環境マネジメントシステムに移行した。 

令和 4年 6月から 8月には、日本製鉄㈱東日本

製鉄所君津地区による同社南側水路等への着色水

流出事案、海側排水口でのシアン検出事案、水質

分析結果に関する不適切事案等が発生したため、

同年 8月に県、君津市、木更津市及び富津市の連

名で、同社に原因究明調査や再発防止対策の徹底

を求める改善指示文書等を交付し、それを受け同

年 9月に同社から報告書が提出された。市では、

継続して今後の状況を監視し、必要に応じて県や

近隣関係市と連携して立入検査等を実施していく。 

今後とも、典型 7公害（大気汚染、水質汚濁、

騒音、振動、悪臭、地盤沈下、土壌汚染）の対策

はもとより、生活環境や自然環境等の環境問題全

般にわたって取り組み、安全・安心のまちづくり

に努めていく。 
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第２節 環境行政の体制 

 

１ 環境行政組織図（令和 4年 4月 1日現在） 

《主な業務》

自然保護、火葬場、市営霊園、

浄化槽、環境美化、衛生センター

ごみの搬出抑制と減量化、

リサイクルの推進

廃棄物の収集と処理

清掃工場の管理運営

残土埋立て、不法投棄対策、

環境基本計画

 君津市廃棄物
 処理施設整備

 審議会

 君津市空家等
 審議会

環境グリーン推進室

生活環境係

 君津市自然保護
 審議会

諮　問　機　関

環境保全課

市　　長

経済環境部 環境衛生課

 君津市環境
 審議会

 君津市廃棄物
 減量等推進

 審議会

一般廃棄物係

環境施策係

清掃工場係

地球温暖化対策、省エネ、脱炭素

調査規制係 大気・水質・騒音等の公害対策

 

２ 諮問機関 

(1) 君津市環境審議会 

環境の保全に関する基本的事項を調査、審議す

る。 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

氏  名 選 出 区 分 

○ 山 口     仁 学識経験者 

 堀 内 和 親 学識経験者 

鈴 木 喜 計 学識経験者 

◎ 高 橋   明 市議会議員 

石 上   塁 市議会議員 

高 橋 健 治 市議会議員 

村 上 幸 人 市議会議員 

鈴 木 高 大 市議会議員 

    中 野   勝 事業者代表 

斉 藤 克 巳 事業者代表 

天 笠   寛 事業者代表 

石 井 信 幸 市民代表 

 舘 本 良 司 市民代表 

  茅 野 雅 義 市民代表 

藤 田 一 哉 市民代表 

 備考：◎会長、○副会長 

 

(2) 君津市廃棄物減量等推進審議会 

廃棄物の排出の抑制、再利用及び適正な処理の

推進に関する事項等を調査、審議する。 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

氏  名 選 出 区 分 

〇 松 本 裕次郎 市議会議員 

鶴 岡 一 成 市議会議員 

梅 津   正 学識経験者 

◎ 髙 橋   隆 学識経験者 

  榎 本 光 男 事業者代表 

山 田 康 弘 事業者代表 

笹 原 智 浩 事業者代表 

茅 野 雅 義 市民代表 

小 川 杏 奈 市民代表 

榎  本  敏 男 市民代表 

平 野 大 志 市長が必要と認める者 

内  山  貴美子 市長が必要と認める者 

佐久間 仁 宣 市長が必要と認める者 

備考：◎会長、○副会長 
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(3) 君津市空家等審議会 

空家等対策の推進に関する特別措置法等に基づ

き、空家等に対する措置に関する重要事項を調査、

審議する。 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

氏  名 選 出 区 分 

◎ 佐 藤 恒 明 学 識 経 験 者 

○ 浜 名   泰 学 識 経 験 者 

渡 邉 圭 一 学 識 経 験 者 

吉 野   寛 学 識 経 験 者 

寺 西 英 樹 学 識 経 験 者 

備考：◎会長、○副会長 

(4) 君津市自然保護審議会 

保護地区及び保存樹木等の指定についての審議、

自然保護及び緑化の推進に関する重要事項を調査、

審議する。 

（令和 5年 3月 31 日現在） 

氏  名 選 出 区 分 

◎ 鶴 岡 英 夫 学 識 経 験 者 

  安 田 安 男 学 識 経 験 者 

鈴 木 和 彦 学 識 経 験 者 

〇 安 藤 昭 雄 学 識 経 験 者 

尾 形 孝 和 学 識 経 験 者 

備考：◎会長、○副会長 

 

(5) 君津市廃棄物処理施設整備審議会 

市の廃棄物処理施設の整備等に関して、基本的

事項等を専門的に調査、審議する。 

３ 環境関係各種協議会 

≪環境保全課≫ 

 

≪環境衛生課≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

名   称 目   的 ・ 事  業  等 構  成  員 

東京湾岸自治体環境

保全会議（S50.8.22） 

 東京湾の水質浄化を図るため、東京湾岸自治体が総

合的広域的な対策と湾岸住民への環境保全に係る啓

発の実施について協議し、連帯的、統一的な環境行政

を推進する。（H11.4.1 名称変更） 

東京湾岸26自治体 

君津地域振興事務所

管内産業廃棄物及び

土砂・再生土等の適正

処理対策連絡会議 

（H13.7.31） 

 産業廃棄物の不法投棄等の防止対策及び土砂・再生

土等の埋立て等の適正処理を目的として、関係機関相

互の緊密な連絡を図り、迅速かつ適切な対策を推進す

る。（R 元.6.18 名称変更） 

千葉県出先機関 

君津地域 3警察署 

君津地域 4市 

羽田再拡張事業に関

する県・市町村連絡協

議会（H16.7.29） 

羽田空港の再拡張事業により発生する課題等につ

いて、県及び関係市町で情報を共有し、協議を行う。 

千葉県 

関係 25 市町 

名   称 目   的 ・ 事  業  等 構  成  員 

千葉県環境衛生促進

協議会（S37.6.5） 

廃棄物処理及び清掃に関する事業の施策推進、施設

の適正な維持管理のための技術向上等により、生活環

境の保全及び環境衛生の向上を図る。 

千葉県 

県内市町村 

及び一部事務組合 

千葉県浄化槽推進協

議会（H3.8.29） 

浄化槽の普及、設置、保守点検及び清掃の適正化等

を図り、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与す

ることを目的とする。 

県内 50 市町村 

県内関係団体 
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第３節 環境関連条例等 

 

１ 君津市環境保全条例 

「君津市環境保全条例」は、従来の「君津市公

害防止条例」に、地球温暖化対策、生活排水対策

や化学物質等の適正管理等の施策を付加した内容

とし、平成 15 年 3 月 28 日に制定した（平成 15

年 6月 1日施行）。 

この条例は、環境の保全についての基本理念を

定め、市民、事業者、市の責務を明らかにし、環

境の保全に関する施策の基本的事項を定めるとと

もに、その総合的かつ計画的な推進により、市民

の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目

的としている。 

 

２ 君津市土砂等の埋立て等による土壌の汚染

及び災害の発生の防止に関する条例 

  「君津市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及

び災害の発生の防止に関する条例」は、平成 9年

12 月に制定し、規制を行ってきた。 

 しかしながら、山砂採取場跡地での大規模な残

土埋立てにより、災害の発生や有害物質の混入が

懸念されたことから、景観や自然環境の修復整備

といった観点で規制のあり方を見直し、平成 24

年 3 月 28 日に条例を全面的に改正した（平成 25

年 1月 1日施行）。 

新条例では、県条例の適用除外を受けて 500 ㎡

以上の埋立て等は市の許可が必要となるほか、土

砂等の発生元を千葉県内に限定するなど、規制を

強化した。 

 

３ 君津市小櫃川流域に係る水道水源の水質の

保全に関する条例 

「君津市小櫃川流域に係る水道水源の水質の保

全に関する条例」は、小櫃川の水質悪化を防止し、

市民の健康で文化的な生活を確保するため、平成

7 年 6 月 30 日に制定した（平成 7 年 11 月 1 日施

行）。 

  この条例では、水道水源水質保全地域内にゴル

フ場や廃棄物最終処分場を設置する場合は届出を

義務付け、排水基準による規制を行うほか、市、

事業者及び市民の責務等についても規定している。 

 

４ 君津市放置自動車の発生の防止及び適正な

処理に関する条例 

「君津市放置自動車の発生の防止及び適正な処

理に関する条例」は、放置自動車の発生防止と放

置自動車による障害を取り除き、市民の快適な生

活環境の維持を図ることを目的として、平成 15

年3月28日に制定した（平成15年4月1日施行）。 

この条例は、市、市民、事業者、土地所有者等

の責務を明らかにし、放置の禁止や通報の協力、

調査などの放置自動車の処理手続きを定めている。 

なお、使用済自動車の再資源化等に関する法律

の施行に伴い、新車登録等の際にリサイクル料金

の支払いが義務付けられたことから、近年は、当

該条例に基づく放置自動車の処理件数はない。 

 

５ 君津市廃棄物の適正処理及び再利用等に 

関する条例 

 「君津市廃棄物の適正処理及び再利用等に関す

る条例」は、「君津市廃棄物の処理及び清掃に関

する条例」を全面的に改正して、平成 7年 9月 11

日に制定した。その後も、循環型社会形成推進基

本法や各種リサイクル法の整備状況に合わせて、

改正を行ってきた。 

 この条例は、廃棄物の排出抑制、再利用、適正

な処理及び地域の清潔の保持を推進するために必

要な事項を定めることにより、資源の有効利用、

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、市民

の健康で快適な生活を確保し、良好な都市環境の

形成に寄与することを目的としている。 
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 また、市民の中から廃棄物減量等推進員を委嘱

し、資源ごみの分別指導等をお願いしている。 

 

６ 君津市まちをきれいにする条例 

「君津市まちをきれいにする条例」は、平成 9

年3月31日に制定した（平成9年10月1日施行）。 

 この条例は、空き缶等のポイ捨てや空き地の雑

草等に関し、市、市民、事業者及び土地所有者等

の責務を明らかにするとともに、これらに関する

施策の推進に必要な事項を定めることで、地域の

環境美化の促進及び美観の保護を図り、清潔でき

れいなまちづくりに資することを目的としている。 

また、市民の中から環境美化推進員を委嘱して

いる。 

 

７ 君津市空家等の適切な管理に関する条例 

 「君津市空家等の適切な管理に関する条例」は、

平成 30年 12 月 25 日に制定した（平成 31年 4 月

１日施行）。 

この条例は、空家等対策の推進に関する特別措

置法に定めるもののほか、空家等の適切な管理に

関し必要な事項を定めた。 

空家等が適切に管理されていないことに起因す

る人の生命、身体等に対する緊急の必要があると

認められる場合、市は、飛散するおそれのある部

材の移動、その他規則で定める必要最小限の軽微

な措置を講ずることができることになっている。 

 

８ 君津市自然保護及び緑化の推進に関する条例 

「君津市自然保護及び緑化の推進に関する条例」

は、昭和 52年 4月 1 日に制定した。 

この条例は、自然保護地区及び保存樹木の指定

や緑化協定の締結など、市内の現存する自然を保

護するとともに緑化の推進を図り、市民の良好な

生活環境を確保することを目的としている。 

 

９ 環境の保全に関する協定 

 「環境の保全に関する協定」は、法律や条例に

よる一律な規制では対処が困難な地域的汚染に対

し、地域の実状や個別の企業の実態に即した効果

的な防止対策を行うことを目的として締結するも

のである。 

 協定の内容は、公害防止の理念、年間計画書、

事前協議、緊急時の措置、被害補償等、基本的な

事項について定めた「基本協定」と、それに基づ

く具体的な排出量、排出濃度等について定めた「細

目協定」から成っている。 

本市では、これらに基づき大気や水質等の立入

調査を行うことで、協定の遵守状況等を確認して

いる。 

 

１０ かずさ環境協定 

 かずさ環境協定は、かずさアカデミアパーク及

びその周辺地域の豊かな自然を活かし、自然・人・

技術のバランスのとれた理想的な環境の維持、向

上を図ることを目的として締結するものであり、

県、市、立地企業等が行うべき責務を定めている。 

 かずさアカデミアパークに立地する企業等は、

環境活動の状況及びその評価並びに今後の計画等

を記した「環境報告書」を作成し、自己評価を行

った後、県と市の審査を受けることになっている。 

 

１１ 千葉地域公害防止計画 

 「公害防止計画」は、環境基本法第 17 条に基づ

き、現に公害が著しい地域等を対象として、公害

の防止に関する総合的な施策をまとめた地域計画

である。 

 本県では、昭和 45年度に「千葉・市原地域公害

防止計画」が、昭和 47年度に「江戸川流域地域公

害防止計画」が策定され、昭和 49年度には両計画

を統合し、本市を含めた君津地域まで区域を拡大

して「千葉臨海地域公害防止計画」が策定された。 
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さらに、平成元年度には「千葉地域公害防止計画」

に名称を改め、直近の平成 28 年度に策定された計

画では、本市を含めた 21自治体が公害防止計画地

域に属し、印旛沼、手賀沼の水質汚濁、東京湾の

水質汚濁、地下水汚染を主要課題として、令和 2

年度まで実施された。 

 

１２ 環境グリーン都市宣言 

 市制施行 50 周年を迎えた令和 3年 9月 1 日に、

脱炭素を未来のまちづくりに積極的に生かすため、

市民、事業者、市が「オール君津」で 2050 年まで

にカーボンニュートラルを達成しつつ、環境と経

済が調和した環境グリーン都市を目指すことを宣

言した。 
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